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結びに代えて
はじめに
国際取引をめぐるさまざまな法律関係の中でも、物品売買契約はその中
心である。物品売買契約を軸に代金の決済、あるいは物を巡るに法問題が
展開し、また、世界的な取引の発展に比例し国際物品売買契約に付随する
運送契約、保険契約といった領域の重要性もましていった。さらに、プラ
ント輸出契約、技術移転契約、投資（契約）など、物品売買には尽きない
が、その応用とも見得る取引形態も質・量ともに増大し、グローバリゼー
ションに力を与えている。このように、物品売買そしてその前提となる契
約自由から国際取引をみることは、国際取引の体系化に対する方法論とし
て、一つの可能性として認知され
(１)
よう。
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(１) このような視点を重視するのは、木棚照一編『国際取引法』（成文堂、第２版
契約の成立とその効力としての売主と買主の権利義務体系を構築し、で
きる限り普遍化していくこと、このような取り組みは、すでにいくつかの
経験が
(２)
ある。なかでも、1964年の私法統一国際協会（International Insti-
tute for the Unification of Private Law(UNIDROIT)）による「有体動産の
国際的売買に関する条約（Convention Relating to a Uniform Law on the
 
International Sale of Goods;ULIS）」および「有体動産の国際的売買契約
の成立に関する条約（Convention Relating to a Uniform Law on the Forma-
tion of Contracts for the International Sale of Goods;ULF）」の成立は、エ
ポックメーキングな事象であった。
ハーグ売買条約と総称されるこの２条約は、加盟国に恵まれず国際的に
成功を収めたとは言い難いが、これが国連国際商取引法委員会（United
 
Nations Commission on International Trade Law;UNCITRAL）による1980
年の「国際物品売買契約に関する国連条約（United Nations Convention on
 
Contracts for the International Sale of Goods;CISG）」（1988年
(３)
発効）に発展
したことは周知のとおりである。米国、中国など世界貿易に影響力のある
国が次々と加盟する中、連合王国とならんで、日本も長らく CISGに参加
してこなかったが、2008年に国会承認および加入書寄託を経て、公布・告
補訂版、2011年）（以下、木棚編・国際取引法）である。
(２) 木棚編・国際取引法14頁以下、高桑昭『国際商取引法』（有斐閣、第３版、
2011年）66頁以下等参照。
(３) 曽野和明・山手正史『国際売買法』（青林書院、1993年）、ペーター・シュレヒ
トリーム／内田貴＝曽野裕夫訳『国際統一売買法 成立過程からもみたウィーン売
買条約』(商事法務研究会、1997年）、甲斐道太郎・石田喜久夫・田中英司編『注釈
国際統一売買法Ⅰ―ウィーン売買条約』（法律文化社、2000年）、同『注釈国際統一
売買法Ⅱ―ウィーン売買条約』（法律文化社、2003年）潮見佳男・中田邦博・松岡
久和編『概説国際物品売買条約』（法律文化社、2010年）、井原宏＝河村寛治編『判
例ウィーン売買条約』（東信堂、2010年）、杉浦保友＝久保田隆編『ウィーン売買条
約の実務解説』（中央経済社、第２版、2011年)等参照。CISGに関する論文は枚挙
にいとまがない。CISG-Japan Database (http://www.juris.hokudai.ac.jp/?
sono/cisg/related.html)の「文献目録・邦語」が詳細かつ有益な情報を提供して
くれる。
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示（条約第８号および外務省告示第394号）されたのち、翌2009年８月１日
より国内において効力を生じるにいたった。
CISGの後も統一契約法の取り組みがなされており、「ヨーロッパ契約
法原則（Principles of European Contract Law）」（
(４)
PECL）、「ユニドロワ国
際商事契約原則（Unidroit Principles of International Commercial Con-
tracts）」（ユニドロワ原則）などはそのは好例であろう。ユニドロワ原則
は、条約の形態をとってはいないが、1994年、
(５)
2004年そして
(６)
2010年と版を
重ねており、モデル法としてだけではなく、国際商事仲裁においては規範
的な役割も果たしている。CISGは統一契約法へのはるかなる道のりの中
の大きな一歩と位置付けられ
(７)
よう。また、今般、物品売買に関する国際的
な規範体系を実定法として CISGが存在することは、国際取引の拡大が進
む現状において、契約書策定あるいは契約交渉の中で今後一定の役割を果
たすことも期待さ
(８)
れる。
(４) オーレ・ランドー＝ヒュー・ビール（編）／潮見佳男＝中田邦博＝松岡久和
（監訳）『ヨーロッパ契約法原則Ⅰ・Ⅱ』（いずれも法律文化社、2006年）、オーレ・
ランドー＝エリック・クライフ＝アンドレ・プリュム＝ライハンルト・ツィンマー
マン（編）/潮見佳男＝中田邦博＝松岡久和（監訳）『ヨーロッパ契約法原則Ⅲ』（法
律文化社、2008年）参照。
(５) 私法統一国際協会編/内田貴＝曽野和明＝曽野裕夫＝廣瀬久和訳『UNI-
DROIT国際商事契約原則』（商事法務、2004年）参照。
(６) 既述の CISG-Japan Databaseに、英仏の条文と併せて、日本語訳（内田貴＝
曽野裕夫＝森下哲朗訳）も掲載されている。
(７) 国際取引において、「定型取引条件の解釈に関する国際規則」（International
 
Rules for the Interpretation of Trade Terms;Incoterms）も重要な規則として知
られている。1919年に設立された民間団体である「国際商業会議所」（Interna-
tional Chamber of Commerce;ICC）の手によるもので、国際的な売買契約にお
ける売主と買主の義務に関する貿易慣習を、世界共通の表記を有する取引条件で統
一し、契約解釈をめぐる誤解や紛争を除去することを目的に、国際商業会議所
（ICC）により策定されている標準取引条件のことをいう。1936年に初めて公にな
って以来、1953年、1967年、1976年、1980年、1990年、2000年、2010年と7度にわ
たりその時点の貿易実務に沿うよう改訂されてきている
(８) CISGの実用性には慎重な見方もある。江頭憲治郎『商取引法』（弘文堂、第
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ところで、CISGは契約準拠法をはじめ国際私法との整合問題がしばし
ば生じる。要するに、ある契約問題の中に CISGの適用される事象とされ
ない事象が混在することを意味する。同時に統一解釈の要請も働く。その
観点から、本稿では第三者の権利に関する売主の責任
(９)
構造を買主との相対
的関係で検討したい。以下、CISGの全体像を上記特徴に即してみた後、
当該問題に着目する理由を示し（第１章）、個別の検討を行いたい（第２
章、第３章）。
第１章 CISGにおける売主の責任
第１節 序論
まずは、CISGの全体像を確認する。CISGは四つのパートに別れる101
条からなる法典である。第２部の契約の成立と第３部の物品売買が中心的
規定である。第１部は、その第２部と第３部の規定がいついかなる場合に
適用されるのかを定めている。第４部は最終条項である（第４部は割愛す
る）。
第１部では、条約の適用範囲および総則が定められている。まず、
CISGの適用範囲に関する主たる規則は、１条１項（a）である。同規定
によれば、異なる CISG加盟国に営業所を有する者の間での売買契約は自
６版、2010年）51-52頁は、CISGは任意規定が多く、規定の欠缺もみられ、従来
の標準契約書式等の意義を減じるものではないとする。森下哲朗「CISGの各国に
おける利用の状況（特集・ウィーン売買条約――国際的な物品売買契約に対する意
義と影響）」ジュリ1375号（2009）12-19頁は、各国において利用が芳しくないこと
を紹介する。
(９) この点につき斎藤彰「国際動産売買における売主の義務（二・完）―ウィーン
統一売買法（1980年国連条約）の評価―」民商92巻１号（1985年）49頁以下、塩見
佳男「国際物品売買条約における売主・買主の義務および救済システム（１）」民
商法雑誌138巻２号（2008年）176頁以下等参照。
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律的に条約の適用対象となる。さらに、１条１項（b）によって、「国際
私法の準則によれば締約国の法の適用が導かれる場合」もまた、CISGは
適用される。（b）号規定は、国際私法により指定される準拠法が CISG
を導くという構成をとっており、その理解は簡単では
(10)
ない。このことは、
当事者による条約の適用排除に関する６条の規定を併せてみた場合にも認
識される。すなわち、６条において、CISGは、黙示に、部分的に排除さ
れることも可能なのであり、そのような場合には準拠法の補完なしには契
約の規範構造が確定しないので
(11)
ある。
第２部では契約の成立が定められている。たとえば、CISG上、申込は
承諾の期間がない限り撤回可能である。ただし、申込者が申込を撤回しな
いとしている場合あるいは被申込者が撤回不可能であると信じたことに理
由がある場合はこの限りではない（16条等参照）。こういった、統一私法の
強みでもある実質的規定がな
(12)
らび、国内売買法の規範にとっても示唆に富
むものである。ただし、このように、CISGは契約の成立については規定
しているが、その有効性は適用の対象外となっている（４条（a））。した
がって、公序、詐欺、錯誤といった問題については、CISGではなく、国
際私法の定める準拠法に
(13)
よる。また、第１部に配されている条約の解釈お
よび補充に関する７条は、条約の内容自体が契約規範でもある CISGの特
性上、第２部以降において適用対象となる個々の契約の解釈にも関連する
ところ、同条では次のように定められる。すなわち、「解釈」において、
まず、国際性、統一性および国際取引における信義の遵守を考慮の上（１
項）、明示的な規定を欠く部分については「条約の基礎を成す一般原則に
従い」（２項前段）、それがない場合には「国際私法の準則」によって指定
(10) 潮見他・前掲書20頁以下〔樋爪誠執筆〕等参照
(11) 潮見他・前掲書27頁以下〔樋爪誠執筆〕等参照。
(12) ただし、CISGの中にも、代金の確定が契約の成立要件とされながら（14条）、
買主の代金支払い義務において、代金不確定の規定が存在する（55条）など、整合
性を欠く規範も存在する。
(13) 潮見他・前掲書31頁以下〔樋爪誠執筆〕等参照。
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される準拠法による（２項後段）。
そして、第３部は、物品売買における売主および買主の権利および義務
さらに契約違反に対する救済方法を定めている。売主に関しては、物品引
渡義務、書類交付義務および所有権移転義務を定める30条を中心にその詳
細が定められている。他方、買主については、代金支払義務および引渡受
領義務を定める53条を本則とし、関連規定が整備されている。そのような
中で、「危険の移転」を、「引渡」概念から分離する、あるいは「損害軽減
義務」について定められていることは、任意法規ではあるが、解釈論、立
法論においても注視されてきているところである。最後に、CISG上の義
務違反に対しては、履行請求権、契約解除権および損害賠償権という三つ
の救済が用意されて
(14)
いる。
第２節 CISG上の売主の義務
CISG第３部においても、救済の場面では契約あるいは不法行為準拠法
との関係が生じる。それでも、契約の成立の有効性等が準拠法判断に委ね
られる第２部よりもさらに売主と買主の基本的な権利義務体系を準拠法の
如何にかかわらずいわば自足的に規律するように解される。その売主と買
主の義務体系においても、所有権は CISGの対象外であり、諸国の国際私
法により指定される準拠法による（４条 b）。物権法理の各国間の相違に鑑
みても、その立法時の判断は是認されるところであろうが、実務的には、
物権に関する問題が CISGの範疇外になっていることが、CISGの物権に
関わる規定の実効性を限界づけてしまっているとの指摘も
(15)
ある。そのよう
な中、「第三者の権利・請求」を軸に売主の義務をコントロールする規定
が存在する。別の法律関係を広く統一法において斟酌する規律として注目
したい。次にその規律を概観し、着眼点を整理する。
まず、物品の引渡とその受領を中心とする売主と買主の権利義務に加え
(14) 潮見他・前掲書128頁以下〔松岡久和執筆〕等参照。
(15) 杉浦＝久保田・前掲119頁。
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て、物品の適合性に関する売主の義務が定められている。売主は、「契約
に定める数量、品質及び種類」（35条）適合した物品を、CISG上の危険の
移転時に（36条）、適式に引き渡さなければならない。売主は引渡前であ
れば追完可能であるが、責任を免れるわけではない（37条）。他方、買主
は、売主の知らない不適合については（40条）、実行可能な限り短期間の
間に物品検査を行い（38条）、発見（すべき）時から合理的な期間内あるい
は現実交付時から２年以内に売主に通知しなければならない（39条）。売
主が不適合を知っている場合、売主はこの物品検査義務および通知義務の
規定に依拠できない（40条）。さらに、不通知について買主に合理的な理
由がある場合にも、買主は救済される（44条）。要するに、売主の適合な
物品引渡義務を、検査、通知、知・不知の諸抗弁によって確定していこう
と
(16)
する。
そして売主は、第三者の権利又は請求の対象となっていない物品を引き
渡さなければならない（41条）。また、売主は、工業所有権その他の知的
財産権に基づく第三者の権利又は請求の対象となっていない物品を引き渡
す義務も負う (42条１項）。ただし、後者については、そのような権利又は
請求が、次の国の法の下での工業所有権その他の知的財産権に基づく場合
に限る。すなわち、当事者双方が契約締結時に想定していた知的財産に係
る物品の転売地または使用地法（同項 a号）、その他の場合には買主の営
業所所属国法（同 b号）である。反対に、買主が契約締結時に知りまたは
知らないはずがなかった場合、買主の提供した技術的図面等の指定に売主
が従ったことによって生じた場合、売主の責任は問われない（42条
(17)
２項）。
なお、買主は、知る（べき）時から合理的な期間内に通知しなければなら
ないが（43条Ⅰ項）、不通知について買主に合理的な理由がある場合に、
買主は、先と同じく救済される（44条）。
(16) 潮見他・前掲書85頁以下［潮見佳男］参照。
(17) 日本法にいうところの「追奪担保」に対応する規定群とも評される（ペータ
ー・シュレヒトリーム・前掲書90頁以下）。
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この権利・請求に関する CISGの規律を、少し詳しく見る。この点、本
来、CISGの規定全般との関係で考察すべきであるが、それは他日を期
し、今次はいくつかの観点にしぼり、検討する。まず、第三者の権利一般
に関しては、41条における売主の責任と密接に関連する買主の通知義務
を、ある判例を中心に検討してみたい。そこで見た41条と43条の関連性を
踏まえて、42条固有の解釈問題につき若干の検討を施すことにする。
第２章 権利・請求に関する責任と通知義務
(１) 権利・請求に関する責任一般
CISG41条は、「売主は、買主が第三者の権利又は請求の対象となってい
る物品を受領することに同意した場合を除くほか、そのような権利又は請
求の対象となっていない物品を引き渡さなければならない」と定める。
この規定に先立つのは、ULIS52条で
(18)
ある。同条１項では、まず、物品
が第三者の権利（a right）または請求（claim）の対象である場合、買主
は、物品がそのような権利または請求の対象である物品を取得することに
同意していなければ、売主にそのような権利または請求を通知するものと
するが、売主がその点を知っている場合はその限りではないとされる。続
いて、買主は、合理的期間内に物品がそのような権利から開放される
（freed therefrom）こと、あるいは、第三者の権利または請求から完全に
完全に開放されている他の物品が売主によって引き渡されることを要求す
るものとされていた。さらに、同条４項では、買主は、物品に関する第三
者の当該権利または請求について知ったまたは知るべきであった（he
 
became aware or ought to have become aware）時から合理的期間内に１項
にしたがった行動をしなかった場合、契約を解消できないものとされた。
(18) 北川善太郎「ヘーグ国際動産売買統一法と日本民商法」比較法研究30号96-97
頁（1969年）、谷川久「有体動産国際売買統一法の仮訳改訂について」国際商事法
務２巻436頁（1974年） を参考にした。CISGとの関係につき斎藤・前掲49頁参照。
早法87巻３号（2012）166
 
CISG41条は、ULIS（52条）よりもさらに広範な売主の責任を定めてい
るようであるが、後述する CISG43条とあわせ見た場合、本質的には共通
する部分も多いと解される。むしろ、大きな相違点は、42条の上記本文に
続く但書において、当該権利又は請求が「工業所有権その他の知的財産権
に基づく」場合の特則がおかれている点である。
(２）通知義務
次に、通知義務である。43条は、まず１項で、買主は「第三者の権利又
は請求を知り、又は知るべきであった時から合理的な期間内に、売主に対
してそのような権利又は請求の性質を特定した通知を行わない場合には、
前二条の規定に依拠する権利を失う」と定められている。続いて、２項に
おいて、売主は「第三者の権利又は請求及びその性質を知っていた場合」、
１項には依拠できないとされる。
本条に先行した規定は、既述のULIS52条である。とりわけ、ULIS52
条１項と本条1項、ULIS52条４項と本条２項が対応関係にある。これは
すなわち、CISGの作成される前から、統一売買法の中でこの43条の趣旨
は体系化されていたことを意味する。
43条は、実質的には、売主の一般的な物品適格性に関する義務に対する
通知義務を定めた39条と趣旨・目的をほとんど同じくする。CISG立法段
階での説明はさほど多くなく、
(19)
先例も９件とこれまた多くは
(20)
ない。主たる
要件は、通知による特定性、合理的期間、買主の知識の３要件であろう。
なかでも、39条では通知期間があり、かつ、買主の「検査義務」（38条）
を前提としているため、そのような義務を前提としない43条上の「合理的
な期間」がどの程度かは、固有の検討課題で
(21)
ある。また、可視的ではない
(19) 2011年末時点、ペース大学のデータベース（http://CISGW3.law.pace.edu.）
から機械的に算出した値である。
(20) ちなみに、39条の先例は、同じ時点（前注）で545件とたいへん多い。
(21) Peter Huber/Alastair Mullis The CISG A New Textbook for Students nd
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権利が対象となる41条（および42条）における売主の負担は重く、「合理的
な期間」がどれほどであるかはその点からも重要であろう。
41条の責任は、売主の責任を広範に認めたものであり、その妥当範囲は
実務的にも注目されるべきところであるが、（後でみる42条とは異なり）文
言解釈の余地はそれほど多くはない。同意要件を含めた41条の解釈自体は
他の研究にゆ
(22)
だね、ここでは、41条の成否の鍵を握るものとして、43条を
もう少し詳しくみてみよう。43条は、機会主義的な救済を抑制し、当事者
間に合理的な行動を要請する、日本民法にはない規定のひとつとしてあげ
られることも
(23)
ある。ここでは、買主に合理的な行動が期待されるのであ
る。そして、買主の行為規範としては、１項の「合理的な期間」（という
抗弁）の捉え方が重要だと考えられる。
第２節 盗難自動車事件
ここでは、41条および43条を考える素材として、比較的近時に下された
判決をもとに考えてみることにしたい。Germany 11 January 2006
Supreme Court (Automobile
(24)
case）がそれであり、ここでは、「盗難自動
車事件」と呼ぶことにする。
オランダにある自動車ディーラーである原告Xは、ドイツの自動車デ
ィーラーである被告Yから中古車（本件自動車）を購入した（本件売買契
約、1999年４月28日）。本件自動車は、同年３月５日にXに引き渡され、
Practiotionaers(Sellier,2008)pp.177-178
(22) 杉浦・久保田・前掲書157頁以下等参照。
(23) 松岡久和「日本の契約法の現代化と国際物品売買契約に関する国連条約」川角
由和・中田邦博・塩見佳男・松岡久和編『ヨーロッパ私法の現在と日本法の課題』
（法律文化社、2011年）148頁。
(24) Case law on UNCITRAL texts［A/CN. 9/SER. C/ABSTRACTS/80］,
CLOUT abstract  no. 822。事件の概略については、そこに掲げれる英訳版
（Translation by Birgit Kurtz,Esq.）および Ulrich Magnus他の abstractを中心
に、紹介する（http://cisgw3.law.pace.edu/cases/060111g1.html）。
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登録された。その後、警察が、本件自動車は本件売買契約成立前の同年２
月にパリで盗まれたものであるとして、本件自動車をXから押収した
（1999年８月）。1999年10月26日、XはYに対して売買代金の返還を求めた
が、Yがそれを拒絶した。2000年５月13日には、本件自動車の原所有者
のフランス保険会社が、Xに対して、自動車の返還を書面によって求め
ていた。その後、2000年10月８日になって、XがYに対して、購入代金
の返還とYからの本件自動車の取得に係わって生じた損害賠償を求めて、
訴えを提起した。
１審ではXの請求が認められたが、控訴審 (Oberlandesgericht (OLG）)
ではXが逆転敗訴した。OLGが根拠としたのは、43条の通知義務が果た
されていなかったという点である。すなわち、警察が本件自動車を押収し
たのが８月23日であるから、買主は、遅くとも、９月23日までには通知す
べきであったという。さらに、保険会社からの通知をXがYに知らせた
のも本件訴えを提起した時点なので、同じく時間がかかりすぎており、こ
の観点からも、Xは41条に依拠することはできないとされた。本件は、
連邦最高裁判所（Bundesgerichtshof;BGH）に上訴された。
BGHは上訴を棄却し、Xの敗訴が確定した。判決の要旨は以下のとお
りで
(25)
ある。43条１項にいう「合理的な期間」とは事案ごとに確定されるも
のであり、柔軟な解釈を要するものである。他方、侵害の状況あるいは侵
害の類型に照らして適した期間内に、買主は通知をしなければならない。
この観点から、Xが、警察に本件自動車が押収されてからYに代金の返
還を求めるのに２カ月以上かかっているのは看過しがたく、43条１項を根
拠に、Xの請求を認めることはできない。また、保険会社からの請求に
ついても、その点に関する通知は訴訟の提起までなされておらず、同じ
く、時間を徒過している。最後に、44条に定められる43条の例外事項にも
本件はあたらないと
(26)
した。
(25) 前掲・CLOUT abstract（Ulrich Magnus他）による。
(26) Germany11January2006（注21）4.-7.
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第３節 省察
まず、OLGが採用したのは、学説上、しばしばNoble Month
(27)
Approach
と紹介されるものである。判旨にもあらわれるように、OLGがこだわっ
たのは月日の長さである。警察が自動車を押収してから、遅くとも１か月
以内が通知の限界であると見ている。保険会社の「
(28)
請求」が発覚した後の
対応にも、同じ基準が採用されているように解される。要するところ、初
動が大事であり、最初の１か月が貴重な期間となるのである。
BGHは、このアプローチを否定している。すなわち、図式的に時間の
範囲を定めることは不可能で
(29)
あり、事案の法的状況あるいは侵害の類型に
応じて、「合理的な期間」は柔軟に対応すべきであるとしたところから、
月日の長さに膠着しないことが読み取れる。それでは、BGHがこだわっ
た基準は何だったのであろうか。判決からは、「可能かつ合理的な間に…
できる限り早く」という説明以上に一般的な基準の提示はないようであ
る。結局、本件の具体的事情の中で重要であったのは、警察が自動車を押
収するという素人でもわかる異常事態に買主が即応しなかった点が決定的
(27) 39条のとりわけ「合理的期間」の先例研究の中から、醸成された概念のようで
ある。Camilla Baasch Andersen,Reasonable Time in Article39(1)of the CISG
-Is Article39(1)Truly a Uniform Provision?in Article39(1)of the CISG-Is
 
Article39(1)Truly a Uniform Provision?1998Review of the CISG,(Kluwer)
を参照。他に、Ingeborg Schwenzer,The Noble Month(Articles38,39CISG)-
The Story Behind the Scenery-, http://www.globalsaleslaw.org/ temp/
Schwenzer.pdf,Harry M.Flechtner,Conformity of Goods,Third Party Claims,
and Buyer’s Notice of Breach under the United Nations Sales Convention
(”CISG”), with Comments on the “Mussels Case,”the ”Stolen Automobile
 
Case,”and the”Ugandan Used Shoes Case”University of Pittsburgh School of
 
Law Working Paper Series Year2007Paper(hereinafter“Harry M.Flechtner)
p14 (http://law.bepress.com/cgi/viewcontent.cgi?article＝1065&context＝pitt-
lwps)
(28) なお、この点につき、杉浦・久保田・前掲書158頁参照。
(29) Germany11January2006(注21)12.
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であるとみて
(30)
いる。
結局、BGHはOLGと結論を同じくしており、「事案の法的状況」をみ
るとした割には、買主が特定の行動を起こせるのは合理的な期間内であ
り、その期間はOLGとそれほど変わらなかったのではないかと解され
る。学説上、この BGHの論法に異を唱えるものもある。曰く、自動車の
購入という（小規模な事業者にとっては）比較的大きな額に係る取引におい
て、その対応が「遅かった」というのみで売主の責任が免じられるのはお
かしい。また、保険会社の「権利」について、２ヶ月以上あとの訴訟提起
まで買主はそれを放置したように BGHは理解しているが、警察の押収に
対応した後に保険会社の請求がなされた、という本事案の事情をもっと斟
酌すべきであると
(31)
いう。
CISGの解釈原理（７条１項）に照らせば、その国際的な性質並びにそ
の適用における統一及び国際取引における信義の遵守を促進する必要性を
考慮するのであるから、Noble Month Approachが条約文言から離れす
ぎるのであれば妥当ではないであろう。CISGの指導的な教科書に準拠し
ながらそれを修正した BGHの基本的スタンスは正当であろう。残るは、
具体的事案の適用において、どの程度まで柔軟に対応するかである。その
点、BGHは、結局早期に対応しなければそのリスクは売主が負うという
立場をしめした。
なお、合理的な期間内に通知できないことにつき、買主は、合理的な理
由があれば、一定の救済を得ることが可能である（44条）ことは既述の通
りである。
第４節 小括
第三者の権利一般（41条）については、現段階では、41条が厳格な責任
を売主に課しており、そのリスクの転換については43条の「合理的な期間
(30) Germany11January2006(注21)13.
(31) Harry M.Flechtner,p16
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内」の買主からの通知をどうとらえるかが大きな論点になると解した。41
条に関連する先例・学説は必ずしも多くない中、ドイツの判例が示唆を与
えている。そこにおいては、41条の売主の負担に鑑みて、買主に対して
「迅速な通知」を課すことにより、売主と買主のバランスを図らんとする
傾向がみられた。しかし、そこには条約文言上そのような解釈は可能かと
いう点を含め、なお今後の議論を追う必要がある。
ところで、先に取り上げた事案では、端的に、他人の所有権が問題とな
っていた。41条のような規定においては、本質的に、「権利または請求」
の内容が一定重要となる。「請求」については、いくつかの議論が
(32)
ある。
他方「権利」それ自体については、それほど議論の蓄積はない。たしか
に、遍く権利を列記することは不可能である。それを一因として、
CSIG41条では、買主の認識が問題とならないとされている（対比、
CSIG35条）。買主が権利内容を取引時に調査することは事実上不可能だか
らで
(33)
ある。
この41条には既述のとおり、権利内容を限定した特則がある。そこにお
ける当事者バランスは以下に規律されているか。その内容を見てみよう。
第３章 権利・請求に関する責任の
(34)
特則
第１節 概説
次に42条
(35)(36)
を見る。第２章との対比からは、当事者の認識性に注目
(37)
する。
(32) 杉浦・久保田・前掲156-158頁等参照。
(33) 塩見・前掲177頁等参照。
(34) 高杉直「ウィーン売買条約（CISG）と知的財産権－CISG第42条を中心に－」
帝塚山法学22号（2011年）97-122頁は、Schwenzer教授の解説とUNCITRALの
Digest (2008）を中心とした、CISG42条の体系的検討を含む貴重な研究である。
同論文に示唆を受けながら、本稿では、以下の論点に則し個別的な、42条の論考を
取り上げていくことにしたい。
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ここでは、認識の客体としての知的財産についてまず検討し（第２節）、
その後売主および買主の認識をまとめて取り扱う（第３節）。
第２節 認識の客体
(１) 一般
まず、工業所有権その他の知的財産権（industrial property or other intel-
lectual property）（以下、文言解釈に関する限り「知的財産権」と表す）とい
う概念である。知的財産の解釈については論が分か
(38)
れる。第１説は、「知
的財産権」の解釈においては、「世界知的所有権機関を設立する条約
（Convention establishing the World Intellectual Property Organization）」
（1967年、WIPO設立条約）の２条（ⅷ）のような包括的な定義が好ましい
と
(39)
いう。CISGの起草過程で「知的財産」概念の導入を促したのがWIPO
であったという点に淵源がある解釈論で、立法時の基本的立場とも言い得
よう。
第２説は、知的財産権のいわゆる「属地主義」が特殊な問題を惹起し得
るという点から論ずる。すなわち、各国において知的財産の範囲が異なり
得ることに留意しなければならない。たとえば、ドイツ、日本にはある
が、むしろ他の国ではあまりみられない実用新案などが想起されるとい
う。しかし、CISGの解釈において重要なのは７条であり、その観点から
(35) ULISにはなかったが、国際取引の実情に鑑みて、CISGにおいて導入された
規定である。その歴史・背景については、すでにいくつかの研究がある。曽野・山
手155頁等参照。
(36) 曽野＝山手・同所によれば、本規定は、「国際取引の特性」に鑑みて、「この種
のリスクを当事者に配分する」ものという。
(37) 41条と42条の全体的な比較検討について、塩見・前掲176-179頁、高杉・前掲
115頁以下（35条も含む）を参照。
(38) 高杉・前掲104-105頁もあわせて参照。
(39) Allen M.Shinn,Jr.,Liabilities Under Article42of the U.N.Convention on
 
the International Sale of Goods,2Minnesota Journal of Global Trade(1993)
(hereinafter“Allen M.Shinn,Jr”).,pp.121-123
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各種の国際条約などが参酌され得るという。中でもWIPO設立条約が重
要であるという認識は第１説と同じである。ただし、たとえば氏名権ある
いは人格権にまでは拡張解釈はできないとし、さらに、41条と42条をあえ
て分離した経緯などから、42条は厳格に解釈されなければならないとい
う。しかし、登録の要否、新規性などは売主の責任の基準とはなりがたい
とし、結局は独自の定義が必要と
(40)
みる。
最後に、CISG42条そのものに批判的なある別の論者は、この点に関し
て、WIPO設立条約を斟酌しつつ、「著作権、商標、特許」に限定される
だろうとして
(41)
いる。第３説としておこう。第３説を少し補足すると、この
論者は知的財産の問題を CISGに取り込んだこと自体に批判的である。要
するに、統一性の低い法問題を、統一法に持ち込んだ点が問題であると
(42)
いう。したがって、上記３権利は、比較法的に異論の少ないものを抽出せ
ざるを得ないという趣旨と解される。
CISG上で知的財産に関する売主の責任を解決するという立法の経緯か
らも対象となる知的財産とは何かは、42条の本質論でもある。WIPO設
立条約の定義に準じて、柔軟に解釈
(43)
する第１説のような立場が有力となる
背景にはそのような事情もうかがえる。ただ、第３説の趣旨も看過できな
いものがある。「知的財産」という概念はあまりにも包括的であり、外部
条約の定義を斟酌するという方法も明確とは言い難い。この問題の争点
は、41条によらずにあえて42条によらしめるべき「知的財産権」とは何か
(40) Christain Rauda / Guillaume Etier, Warranty for intellectual property
 
rights in the international sale of goods,4Vindobona Journal (2000)(herein-
after“Christain Rauda /Guillaume Etier”)pp.30-61
(41) Thomas M.Beline,Legal Defect Protected by Article42of the CISG :A
 
Wolf in Sheep’s Clothing,7University of Pittsburgh Journal of Technology
 
Law Policy(2007)(hereinafter“Thomas M.Beline”)p.6et seq.
(42) Thomas M.Beline,p.6et seq
(43) Schlechtriem & Schwenzer:Commentary on the UN Convention on the
 
International Sale of Goods(CISG)(Oxford University Press,2edition(2005))
(hereinafter“Schlechtriem・Commentary”),p.336
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という点に見いだせよう。その観点からは、第２説の指摘は正鵠を得るも
ので
(44)
ある。
(２) 人格権
そこで、第２説においても言及されている「人格権、氏名権」を、いわ
ば限界事例として検討したい。WIPO設立条約の定義規定に鑑みても、
いわゆる名前に関する権利は、商標を除いては、「知的財産権」とは解さ
れないというのが一般的理解である。これを前提に、あえて、人格権（氏
名権、肖像権等を念頭に置く）も42条の「知的財産権」に含めるべきとの主
張がある。いわく、人格権と知的財産権の限界づけは困難であり、他方、
人格権もまた知的財産権と同じく国によって法制度が大きく異なるので、
41条のような責任では過重であり、42条に含めるのがよいと解するので
(45)
ある。
たしかに、他人の氏名を冠した商品あるいは他人の肖像を利用した商品
などが取り引きされる可能性は否定できない。ただ、（パブリシティ権のよ
うに）著名人のそれであるならばともかく、一般論とするならば、CISG
の解釈として、「第三者」の範囲が広すぎるように思われる。とりわけ、
CISG42条は売主、買主の「認識」も要件となるので、なおさらであろう。
また、概念的に、これらが「知的財産権」に入る可能性も否定されない
が、特許、商標、著作権等に比して、それが普遍的とは現段階では言い難
い。人格権等についても取引において留意されるべきと点に関し示唆には
富むが、42条に含めるかはなお検討を要しよう。
(44) ここで紹介した３説（類型）が全てではもちろんない。たとえば、高杉・前掲
104-105頁参照。
(45) Schlechtriem・Commentary,p.337
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第３節 当事者（主に売主）の認識―
「知り、又は知らないことはあり得なかった」
(１) 認識の程度に関する解釈
売主の義務が制限される一つとして主観的要件がある。すなわち、売主
が、当該権利・請求につき「知り、又は知らないことはあり得なかった」
（売主の認識）かが基準となる。とりわけ、条文の後段部分は、「余分な
（
(46)
pleonasm）」文言ではなく、むしろ解釈は多様で
(47)
ある。
第１説は、売主は自ら、可能な限り、第三者の「知的財産」情報を収集
すべきであると
(48)
する。淵源は、立法史に遡る。そこでは、売主は第三者の
請求が特許または公開された権利に基づく場合には、有責であると
(49)
され、
かつ、42条１項に該当する「知的財産権」に関しては、売主に調査義務が
あるとされていたからで
(50)
ある。対象が登録型の権利に限定されているよう
に解される点にも特徴が
(51)
ある。学説の中にも、ほぼこれを踏襲し、登録型
の知的財産に関しては、売主の調査義務を認めるものが
(52)
ある。
第２説は、42条２項（a）において、買主の認識に関して、まったく同
じ文言が採用されている点に注目する。そこから、文言解釈として、買主
が認識していなければ、売主が責任を負うというルールを抽出する。買主
(46) Christain Rauda /Guillaume Etier,p.45
(47) Axel Metzger,Die Haftung des Verka?ufers fu?r Rechtsma?ngel gema?ßArtt.
41,42CISG Rabels Zeitschrift fuer auslaendisches und internationales Privatre-
cht,73(2009),pp.850-852の分類も参考にした。高杉106-107頁も参照。
(48) Peter Schlechtriem Uniform Sales Law-The UN-Convention on Contracts
 
for the International Sale of Goods（Manz,Vienna:1986)(hereinafter“Peter
 
Schlechtriem”)
p.73
(49) Secretariat Commentary,GUIDE TO CISG ARTICLE 42.para6.
(50) Secretariat Commentary,GUIDE TO CISG ARTICLE42.para5.高杉・106
頁参照。
(51) Axel Metzger,p 851
(52) Peter Schlechtriem p.73
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と売主の認識基準が同じなら、両者がともに知らなかった場合、売主が無
責となるので、妥当ではない。そこで、その解決策としては、事案の分析
であり、たとえば、売主が知的財産の権利者であれば売主の側に、買主が
知的財産のランセンスを得ていれば買主の側へと、凡そ責任の比重は画一
的に決まってくるとみる。他方、第１説の立場を批判し、CISGの制定時
まで遡っても、売主に調査義務が課されるという考え方は支持できないと
(53)
する。なお、この説の論者は、包括的な知的財産権の概念を採用すること
を提唱しており、登録型、非登録型にかかわらず、売主の認識を問題とす
る点にも特徴が
(54)
ある。
第３説は、登録型、非登録型のいずれに対しても、売主の調査義務によ
る一律の規律をするのではなく、事案の状況に照らして、個別に判断する
とみる。たとえば、売主がメーカーであれば、非登録型の知的財産を調査
することはそれほど困難ではないが、売主が製品の製造過程からは遠く離
れた存在であれば、登録型の知的財産であってもその調査は難しいものと
(55)
なる。事案の状況をみる点では第２説に近いが、第２説のように解釈から
基本ルールを抽出するのではなく、かつ、事案を画一化せずより柔軟に捉
える点で異なる。
全体像としては、調査義務があるとみるのか、認識レベルの問題とする
のか、個別具体的な事案の状況をどの程度勘案するのか、といったところ
に議論の争点が
(56)
ある。売主は本条に該当する事象について「知る」場合に
は、当然に報告義務があると考えられるので、「知らないことはあり得な
かった」ことに関して、売主に調査義務を課すことは考え得る。しかし、
条約上、その点を示す明確な根拠がなく、また、同一の文言が複数の個所
(53) Allen M.Shinn,Jr.,pp.124-126
(54) Axel Metzger,p 851
(55) Achilles,Mu?nchener Kommentar zum BGB Band3;CISGArt42Rz8ff
(56) この他にも、35条の規定との整合性を重視する学説（John O. Honnold, pp.
294-296）など、さらに多様な考え方が存在する。
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で使用されており、条約の統一解釈との関係でも、その理解が難しくなっ
ている。この要件は実務上かなり重要なはずであるが、条文の文言が明確
な（行為）規範を示せていない点は問題があろう。
なお、この認識基準においても、「知的財産」の対象・範囲が問題とな
る。解釈論として、登録可能な知的財産と登録不可能な知的財産に分け
て、認識基準を設定することはあり得る。他方で、登録する権利と登録を
要しない権利の境界に関して、国際的な合意があるとは言い難く、また、
一国家間でも登録制度の変更がある、あるいは、非登録の権利が登録制度
を利用できるということも十二分にあり得る。権利の性質による区別は、
なお慎重にならざるを得ない側面が
(57)
ある。
同様の文言を採用する買主の認識（42条２項（a））についてもここでふ
れよう。これは、買主の調査義務を意味しないとさ
(58)
れる。他方、フランス
の裁判所におおていくつかの注目すべき判決が
(59)
ある。France 19March
2002Supreme Court (Socie?te?T … diffusion v.Socie?te?M … SL)(原審は
France17February2000Appellate Court Rouen(Socie?te?Ma...R.A.S.
v.S.A.T...
(60)
Diffusion）、は、商標権に関する偽造品の事案である。フラン
ス破棄院（前者）は、CISG42条上の買主の認識について、買主の側には
専門家としての認識可能性が求められるとし、買主の請求を退けた。
France 13November 2002Appellate Court Colmar (SA H... MA... et
 
Aktiengesellschaft T...K...v.SA Do...M...& Cie et GmbH Co...H...
(61)
M...）は、
デザインのほどこされた織物に関する著作権法および不正競争法違反に関
(57) Christain Rauda/Guillaume Etier,pp.45-47.高杉・前掲106頁は、非登録型
であっても情報収集が容易であれば、例外的に調査義務を認めるという。
(58) 高杉・110頁は「悪意に近い内容で理解する」という。
(59) http://www.cisg.law.pace.edu/cisg/text/e-text-42.html
(60) 破棄院判決については、http://www.cisg.law.pace.edu/cisg/wais/db/
cases2/020319f1.html、原審については、http://www.cisg.law.pace.edu/cisg/
wais/db/cases2/000217f1.html
(61) http://www.cisg.law.pace.edu/cisg/wais/db/cases2/021113f1.html
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して、買主は専門家として「知っている」とされた事案である。また、
France23November2004District Court Versailles(La Fondation le C...
et al.v.Socie?te?Grandopt...France,Socie?te?Les Opticiens E...
(62)
et al.）は、偽
造品（偽の装飾のついた靴）が取引の対象であり、ここでも、複数の買主
について、専門家としての認識可能性が基準とされ、買主は「知っている
べきである」とされた。学説には、これを売主よりも高い基準を求められ
ていると批判するものも
(63)
ある。文言は同じでも、売主の認識とこの要件が
異なることは先にみたが、条約の統一解釈の観点からこの要件自体が上記
ように解される余地があるならば買主の責任も高まることになる。
(２) 認識の対象としての基準国 一カ国か否か
次に、いわゆる基準国についてである。売主が担保責任を負う要件とし
て、当事者双方が転売国あるいは使用国を想定していること、想定してい
ない場合は買主の営業所所在地国の「知的財産」が基準となる。想定とい
う主観的要件と、いくつかの基準国という客観的要件を組み合わせたもの
である。CISG42条は全体的に主観的要件の果たす役割が大きい印象があ
る中、基準国の要件はきわめて特徴的である。同時に、これが国際取引に
おいて、「知的財産」に関する売主の責任が広がることを阻止するセーフ
ガードのような役割を果たしている。
その基準国については、その数が問題と
(64)
なる。なぜなら、条文上、各基
準国は単数形の「国（state）」で表されているからである。単純な文言解
釈からは、基準国はそれぞれ一カ国となりそうでもある。このうち、比較
的解決が簡単なのは、営業所所在地国である。なぜなら、CISG10条にお
いて、「営業所とは、当事者が二以上の営業所を有する場合には、契約の
締結時以前に当事者双方が知り、又は想定していた事情を考慮して、契約
(62) http://www.cisg.law.pace.edu/cisg/wais/db/cases2/041123f1.html
(63) Thomas M.Beline,p.6et seq
(64) 基準国に関するこれ以外の論点については、高杉・前掲107頁以下を参照。
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及びその履行に最も密接な関係を有する営業所をいう」（（a)号）とされて
おり、営業所が複数あっても、CISG上は一つに限定されるからで
(65)
ある。
問題は当事者とりわけ買主の行為に着目する転売国、使用国は一カ国
か、という点である。国際取引の一般的状況からすれば、転売国あるいは
使用国が複数あることは容易に想定される。この国の数に関しては、起草
過程の記録から、明確な回答は得られない。文言通り、一カ国（たとえば
A国）であると解すると、買主が B国、C国、D国等での使用あるいは
再販売を売主に知らせておらず、B、C、D国における第三者の「知的財
産」の権利・請求にかかってしまっても、売主は買主に対する責任を負わ
ないことになる。
統一売買法の側面からは、売主の責任が明確かつ限定されて良い半面、
知的財産権の観点からは、保護が脆弱な感は否めない。「工業所有権の保
護に関するパリ条約」（パリ条約）あるいは「文学的及び美術的著作物の
保護に関するベルヌ条約」（ベルヌ条約）から、近時の FTA（EPA）等の
国境を越えた知的財産の保護の取組に鑑みれば、CISG42条の「国」を文
言通りに単数形で解することには限界があ
(66)
ろう。しかし、基準国が増えれ
ば増えるほど、本来この規定を置いた意味、すなわち売主の責任を「知的
(65) なお、同条（b）号には、「当事者が営業所を有しない場合には、その常居所
を基準とする」と定められている。国際私法上、常居所は事実概念であり、重常居
所は認められないと解されている（山田鐐一『国際私法』（有斐閣、第３版。2004
年）116頁以下、溜池良夫『国際私法講義』（有斐閣、第３版、2005年）122頁以下
参照）。CISGでも基本的にはこの考えが妥当するであろう。
(66) Thomas M.Beline,p.6et seq.パリ条約あるいはベルヌ条約を一応の起点と
するとする現代国際知的財産法制は、米国も深くかかわりながら、ガット・ウルグ
アイ・ラウンド交渉に知的財産が交渉対象となったことが大きな転換点であった。
その後、周知のとおり、「世界貿易機関を設立するマラケシュ協定」（WTO設立協
定）（1994年）の附属書1cとして、「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定
（Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights;TRIPS）が策定され、
WTOの紛争解決了解（Dispute Settlement Understanding）とならび、通商・貿
易レベルでの国際知的財産のスキームが確定された（高倉成男『知的財産法制と国
際政策』（有斐閣、2001年）137頁以下参照）。
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財産」に関しては客観的に限定するという本条の趣旨を没却することにも
なりかねない。ここでも解釈に困難が残っていると言わざるを得ない。
第３節 買主の通知義務・再論
42条は、43条の対象でもある。もう一度、43条に戻ろう。まず、合理的
基準は既にみた盗難自動車事件の議論およびそこで示された議論が、知的
財産にもあてはまる。通知による特定は、権利自体が対象となる場合、既
にみたように、認識の客体としてどの範囲までの知的財産を対象とするか
につき問題が起こり得る。現実には、（41条の場合もそうであろうが）、請求
された場合に権利の存在が認識されることが多いであろう。
42条との関係で注目すべき43条の要件は、買主の認識である。なぜな
ら、43条１項上、買主は、第三者の権利又は請求を「知り、又は知るべき
であった」時には通知することになっているからである。これは買主に何
らかの調査義務を含むのであろうか。先の42条における「買主の認識」と
区別する立場にたてば、義務を含むという解釈も成り立ちえる。ただし、
物品の不適合を発見することを買主に課しており、調査義務を定めている
39条と比べ、43条はそのような体裁にはなっていないこととの整合性は問
題として残る。一つの考え方は、42条の「買主の認識」と平仄を合わせる
というものである。ただし、42条の買主の認識概念も解釈が分かれる余地
があることはすでにみたとおりであり、具体的基準についてはなお確定的
ではない。
最後に、43条２項は、売主が第三者の権利または請求の性質を「知って
いる」場合、43条１項に依拠できない。この売主の「知っている」という
状態は、42条における売主の「調査」ないし「認識」と同視するとして
も、具体的なその調査ないし認識については、意見が分かれている（既
述）。
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第４節 小括
工業所有権その他知的財産権に関する物品の取引に対する売主の担保責
任という興味深い規定の構造を見た。42条の個別の論点につき再説するこ
とはさけ、ここではその背景について一言したい。
注目すべきは、本稿において検討の素材としたいくつかの学説は、42条
に対して批判的な態度をとるものであるという点で
(67)
ある。原因としては、
42条の対象となる基本概念が明確に定められていないこと（本章第２節）
と、リスクの分配を行う概念が抽象的あるいは論争的なこと（本章第３節）
であることが考えられる。第三者の知的財産を国際的に調査するという極
めて困難な作業ゆえに、CISGそれ自体は、モデル条項としての役割も果
たさなければならない。その点で、この種の規定は、一義的で明確である
ことが必須でもあろう。現状の42条としては、なお、解釈論的課題を多く
内包するといわざるを得ない。
ただ、そのような解釈論上の問題とは別に、42条のリスク分配の大局的
な視座は尊重されてしかるべきであろう。おそらく、42条の主意は、売主
の負担軽減である（あった）。しかし、その分、買主の負担あるいはリス
クが増えることはどうとらえるべきか。知的財産に関する取引において
は、買主により高度な専門性があり、買主責任から論じるというスキーム
も考えられ
(68)
よう。国際取引における知的財産法の急速な拡大と多様化の状
況に照らしても、42条の解釈はそれにあわせて展開すべきものであろう。
本章でみた学説の対立状況はその過程にあるものとして理解できるのでは
ないであろうか。
(67) Allen M.Shinn,Jr.,M.Shinn,Jr、A.Christain Rauda/Guillaume Etier、
Thomas M.Belineはいずれも現行規定には不十分な点があることを視座に置く。
(68) Axel Metzger・前掲から大いに示唆を得るところである。
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結びに代えて
第三者の権利が問題となり得る物が取引の客体となっている段階で、そ
の取引に生じているリスクはきわめて大きい。この点につき、CISGが示
す統一法の自足的スキームとそこにある合理的期間、当事者の認識といっ
た論点を概観した。今後考え得る論点を内外の研究を道標に確認し始めた
ところというのが実感であるが、国際的な取引における売主と買主の相互
作用の一端は垣間見た感ももつ。今後の研究の第一歩としたい。
［追記］ 早稲田大学でのご活躍より以前の27年間（1970年４月-1997年３月）
にわたり、立命館大学において、木棚照一教授から数多くの学生が指導を受
けました。その一人として、心より感謝申し上げるとともに、ますますのご
活躍を心底より祈念いたします。
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